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Abstract: The result of the 2011 off the Pacific coast of Tohoku Earthquake, the local governments 

are taking a second look at damage estimated of Tunami. Those policies are enforced by 

instructions of Ministry of Land, Infrastructure and Transport. West Japan Railway is making 

measures of the tsunami damages, too. Specifically, those measures are to grasp the railway where 

tsunami damage is expected. Furthermore, they make a planning to refuge from tsunami. The data 

of the tsunami inundation assumption that the local government arranged for these measures are 

utilized. In addition, the railway data which 3 dimensions of West Japan Railway makes a figure in 

these are used. In this paper, we report tsunami measures projects using those GIS. 
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1. はじめに 

 東北地方太平洋沖地震（平成 23年３月 11 日発

生）の津波被害を踏まえ，国土交通省の指示のも

と全国で津波ハザード対策の見直しが行われて

いる．また，同省では「災害に強い国土づくり・

まちづくり」を新たな社会資本整備重点計画の柱

に据えており，「鉄道」に関しても"鉄道の防災・

減災対策"や"鉄道の安全対策"などを重点課題と

して挙げている．  

一方，JR 西日本では，鉄道における情報共有

基盤として「電子線路平面図システム」を構築し

ており，その中で，防災情報についても全社横断

的な情報共有化を目指して情報の集約と整備を

進めている． 

本稿では，それらの鉄道に関わる津波対策事業

のうち，各自治体が整備している津波浸水想定デ

ータと，３次元図化し整備している線路データを

活用し，津波浸水区間を整備した事例について報

告する． 

 

2. 津波想定について 

2.1 南海トラフ巨大地震 

 中央防災会議では，同会議による「東北地方太

平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する

専門調査会」の報告を受けて，南海トラフでの巨

大地震について新たに想定を見直している． 

想定された震源断層域は，フィリピン海プレー

トとユーラシアプレートの境界面において，東側

（駿河湾側）は駿河湾における南海トラフのトラ

フ軸（富士川河口断層帯の領域を含む．）から，

南西側（日向灘側）は九州・パラオ海嶺の北側付
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近でフィリピン海プレートが厚くなる領域まで

とし，深さ方向には，トラフ軸からプレート境界

面の深さ約 30km からそれよりもやや深い深部

低周波地震が発生している領域まで（日向灘の領

域はプレート境界面の深さ約 40km まで）とされ

ている．震源断層域の中で，強震断層モデルを検

討する強震断層域は，プレート境界面の深さ

10km より深い領域とし，津波断層モデルを検討

する津波断層域は，トラフ軸からプレート境界面

の深さ 10km までの領域も含めることとされて

いる（内閣府，2012）． 

被害想定については，最悪の場合，死者 32 万 3

千人，負傷者 62 万 3 千人に及ぶと想定されてお

り，浸水面積についても 1015 平方キロと，甚大

な被害が推定されている．  

2.2 JR 西日本管内の津波想定について 

 現在，海に面する 39 の都道府県では，「津波防

災地域づくりに関する法律」に基づき，最大クラ

スの津波に対する津波浸水想定を行っている．JR

西日本管内の各府県についても，随時その想定結

果を公表している（図-1）． 
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そのうち，瀬戸内海および太平洋に面する府県

については，南海トラフ巨大地震の想定を中心に，

その他の県については，日本海側の断層型・海溝

型地震のうち最もリスクが高くなるものを独自

に選定し，浸水想定を公表している（図-2）．ま

た，各府県が公表している津波浸水想定を比較す

ると，南海トラフ巨大地震による津波浸水が他の

地震による津波に比べ，広い浸水区域を示してい

ることがわかる．中でも，人が集中している都市

部が広い浸水区域となっているため，都市部に集

中するインフラにおける防災・減災対策がきわめ

て重要であるということが伺える． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 津波浸水区間について 

3.1 JR 西日本の津波避難誘導対策 

JR 西日本では，津波避難誘導対策として浸水

区間や避難場所を示す看板の設置，乗務員への避

難マップの配布等を行っている（図-3）．これら

の避難誘導対策の元となる避難対象区間の選定

にあたり，線路上における津波浸水区間を抽出す

ることが必要となる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 JR 西日本管内の津波浸水想定区域 

図-2 各府県の想定地震について 

津波浸水が想定される区域 

津波浸水が想定される区域 

南海トラフ巨大地震の想定 

他の断層・海溝型地震による想定 

公表無し 

・浸水する恐れのある区間の始終点を表す看板 

・線路外へ脱出する出口を示す看板と脱出方向を示す矢印標 

図-3 避難誘導のための看板 



3.2 津波浸水区間の分析・抽出 

津波浸水区間の抽出については，Shape 形式，

もしくは CSV 形式で各府県から貸与された「津

波浸水予測最大浸水深データ」（以下，浸水深デ

ータ）と電子線路平面図システムの線路中心線デ

ータを比較し行う． 

鉄道位置情報の骨格となる線路中心線データ

については，正確にデータ化する必要があるため，

３次元図化で取得した線路中心線にキロポスト

の位置を付与し，さらに距離更正を加味して各キ

ロ程の位置を特定することによりデータ化して

いる．つまり，線路中心線データは，３次元的に

整備されたデータで，線路標高データも含むデー

タであり，この線路標高をもとに津波浸水する区

間を推定するということである． 

しかし，線路中心線データと浸水深データを単

純に比較し，浸水区間を抽出することはできない．

それは，線路標高データが線路面の高さとその地

点の標高を含んだデータである一方，府県の浸水

深データは地盤からの深さのみであるためであ

る（図-4）． 

そこで，国土地理院が公表している 10m メッシ

ュ地盤標高データと浸水深データを合成し，浸水

時の水面の高さを推定することにより，施工基面

高と比較し浸水区間を抽出した（図-5；図-6）．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.3 津波浸水区間の確認・修正 

 数値解析による浸水区間の抽出には，次の３つ

の点に留意する必要があることがわかった（図

-7）． 

 

①浸水深データの基準面が不明であるため，盛土

等の微細な地形の影響が考慮されていない可能

性がある． 

②浸水深データがメッシュデータ（10m~50m）で

あるため，それより精度の高い分析は困難である．

その結果，断続的に短い浸水区間が継続する個所

が存在する． 

③トンネル・河川部は浸水深データが存在しない． 
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図-4 高さ概念図 

図-6 数値解析結果（区間抽出）一例 

図-5 数値解析結果（断面分析）一例 
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トンネル

部 

高架部 河川部 

・浸水深データ…標高を含まない，浸水深データ 

・電子線路平面図システムの線路標高データ…標高を含む，線路面の高さ 

・10ｍメッシュ地盤標高データ…国土地理院が公表している標高データ 
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そこで，数値解析により算出した浸水区間につ

いて，上記のような個所については解析結果の妥

当性の確認作業を行い，必要に応じて線区の特情

を考慮し浸水区間を修正した．確認方法について

は，浸水域と数値解析結果の合成資料を電子線路

平面図システム内の航空写真および列車先頭ビ

デオ映像を目視により比較することで行ってい

る． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.3 GIS データ整備 

整備した津波浸水区間データと，「“避難区間を

示す看板”を設置予定の電化柱データ」を電子線

路平面図システムに投入した．その結果，既存の

津波浸水区域データと新しい津波浸水区間デー

タを一元的に管理でき，津波災害発生時の運転再

開に向けて，安全確認がより一層効率的に行える

ようになった．また，GIS データとして整備した

ことにより，既存のさまざまな情報と重ね合わせ

ることが可能となり，多角的な検討も行えるよう

になった（図-8）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.3 まとめ 

紀勢本線において，「新しい想定に基づく浸水

区間」と「東北地方太平洋沖地震以前の想定に基

づく浸水区間」では，21 区間（21.7 キロ）から

69 区間（73.5 キロ）と３倍にも及ぶ被害の拡大

が推定された．他の府県においても，南海トラフ

巨大地震による津波被害が想定されている地域

では，比較的多くの浸水区間が抽出された． 

また，各府県の津波浸水想定シミュレーション

の結果をみると，鉄道の盛土により，浸水深が減

衰する様子が表れている個所が多く存在した（図

-9）．つまり，実際に避難する場合には，波源と

盛土の位置も考慮する必要がある． 

 

 

 

 

 

 

 

4. おわりに 

３次元図化による鉄道 GIS データと，自治体の

浸水予測データを融合的に活用することにより，

具体的な鉄道路線のリスク評価を行うことがで

きた．そのため，鉄道路線の特情に即した浸水予

測をもとに避難計画等が策定できる環境が整っ

たと考えている． 

今後は，今回の成果をもとに具体的な防災・減

災の対策を推進し，津波災害への対応力をさらに

向上していく必要がある．さらに，今回は乗客を

乗せた列車の浸水という観点で分析を試みたが，

電気設備等の鉄道設備の浸水状況についても調

査・分析を行う必要がある． 
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図-9 盛土による津波減衰の様子 


